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用語の解説 

用語 解説 

か
行 既存ストック 

既に占用埋設されている電力設備、通信設備(管路・マ

ンホール・ハンドホール)のこと。これらを活用した地

中化方式を「既存ストック活用方式」という。 

共同溝 

共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、道路管

理者が道路の下に共同溝を整備し、電力ケーブルや通

信ケーブル、水道管、地域冷暖房管などを収容する都

市施設。 

緊急車両 
人命救助や消防等の緊急時において、道路の走行を優

先させる車両。（救急車、消防車等） 

緊急輸送道路 

阪神淡路大震災での教訓を踏まえ、地震直後から発生

する緊急輸送を円滑に行うため、高速自動車国道、一

般国道及びこれらを連絡する幹線道路と知事が指定す

る防災拠点を相互に連絡する道路をいい、第１次～第

３次まで設定されている。 

景観法 

都市、農村漁村の良好な景観の形成を促進するための

法律。良好な景観の形成に関する基本理念及び国等の

責務を定めるとともに、景観計画の策定、景観計画区

域、景観地区等における良好な景観の形成のための規

制、景観整備機構による支援などを定めている。 

現道 供用されている道路のこと。 

小型ボックス活用埋設方式 

管路の代わりに小型ボックスを活用し、同一のボック

ス内に低圧電力線と通信線を同時収容することで、電

線共同溝本体の構造をコンパクト化する方式。 
さ
行 支障移設 

電線共同溝を整備する際に、既に水道管等の埋設物が

ある場合に、その埋設物を移設すること。 

社会資本整備総合交付金 

国土交通省所管の地方公共団体向けの個別補助金を一

つの交付金に原則一括し、地方公共団体にとって自由

度が高く、創意工夫を活かせる総合的な交付金。 

重要伝統的建造物群保存地

区 

文化財保護法により、城下町、宿場町、門前町など全

国各地に残る歴史的な集落・町並みの保存を図る伝統

的建造物群保存地区のうち、国が、市町村からの申出

を受けて、我が国にとって価値が高いと判断した地区。 

整備延長 
無電柱化整備が抜柱まで完了している道路区間の延長

のこと。 

浅層埋設方式 

管路を従来よりも浅い位置に埋設する方式。埋設位置

が浅くなることで、掘削土量の削減や、特殊部のコン

パクト化、既存埋設物(上下水道管やガス管等)の上部

空間への埋設が可能になることによる支障移設が減少

する等の効果がある。 

センター・コア・エリア 概ね首都高速中央環状線の内側エリア。 
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用語 解説 

さ
行 占用 

道路上の電柱や道路地下の上下水道やガスを設置する

場合など、道路に一定の施設を設置し、継続して道路

を使用すること。 

ソフト地中化方式 

歩道幅員が狭あいな路線や歩道が設置されていない路

線などの理由により地上機器の設置が困難な場合､機

器を街路灯等の柱の上に設置する方式。柱上機器方式

とも言われている｡ 
た
行 

第五次多摩市総合計画第３

期基本計画 

多摩市における長期的かつ総合的なまちづくりの指針

として、最上位に位置付けられる計画。 

多摩市地域防災計画 

災害対策基本法第 42 条に基づき、住民の生命、身体

及び財産を災害から保護するために多摩市防災会議が

作成した防災計画。 

多摩市道路整備計画 多摩市道の道路整備の方針を定めた計画。 

多摩市都市計画マスタープ

ラン 

都市計画法第 18 条の 2 に基づき、多摩市の将来像を

定めた、都市計画・まちづくりのガイドライン。 

地上機器 

電線共同溝整備の際に地上に設置する機器であり、高

圧電流を低圧に変換する変圧器や、電気を止める又は

流れを切り替える開閉器を収容するもの。 

直接埋設方式 
道路内の地中へ直接、電力線や通信線等を埋設する方

式。 

電線管理者 
電線及び通信線の設置及び管理を行う者。東京電力パ

ワーグリッドやＮＴＴなど。 

電線共同溝 

電線共同溝の整備等に関する特別措置法に基づき、道

路管理者が道路の下に電線共同溝を整備し、電力線や

通信線などの電線類を収容する道路附属物。 

道路管理者 

道路の維持管理を行う機関。一般国道や高速自動車道

は国土交通省、都道府県及び区市町村道は地方公共団

体が該当する。 

道路法 

道路網の整備を図るため、道路に関して、路線の指定

及び認定、管理、構造、保全、費用の負担区分等に関

する事項を定め、もって交通の発達に寄与し、公共の

福祉を増進することを目的とした法律。 

特殊部 

電線共同溝において、宅地への供給のための分岐・接

続等を行う分岐部やケーブルの接続を行う接続部のこ

と。 

都市計画道路 
都市計画決定された道路。事業化されていないものを

含む。完成後は道路法上の道路として管理される。 

土地区画整理事業 

都市計画区域内の土地について、公共施設(道路、公園、

下水道等)の整備改善や、宅地の利用増進を図るため、

土地の区画形質の変更、公共施設の新設又は変更に関

する事業。 
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用語 解説 

は
行 

バリアフリー 

「バリア（障壁）」を「フリー（のぞく）」、つまり障壁

となるものを取り除くことで生活しやすくしようとい

う考え方。もともとは建築用語として、道路や建築物

の入口の段差などを除去することを意味していました

が、現在では、物理的な障壁以外に、社会的、制度的、

心理的なバリアの除去という意味でも用いられる。 
ま
行 

無電柱化 

道路の地下空間を活用して、電力線や通信線などをま

とめて収容する電線共同溝などの整備による電線類地

中化や、表通りから見えないように配線する裏配線な

どにより道路から電柱をなくすこと。 

無電柱化率 
道路の総延長と無電柱化された道路延長から、無電柱

化整備がどのくらい進んでいるかを算出したもの。 

A
B
C
 

ＤＩＤ 

Densely Inhabited District の略。人口集中地区のこと。

市区町村の区域内で人口密度が 4,000 人/km2 以上の

基本単位区が互いに隣接して人口が 5,000 人以上とな

る地区に設定される。 
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関係法令 

 

無電柱化の推進に関する法律 【無電柱化法】 （全文） 

平成二十八年法律第百十二号  

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図

るため、無電柱化（電線を地下に埋設することその他の方法により、電柱（鉄道及び軌道

の電柱を除く。以下同じ。）又は電線（電柱によって支持されるものに限る。第十三条を除

き、以下同じ。）の道路上における設置を抑制し、及び道路上の電柱又は電線を撤去するこ

とをいう。以下同じ。）の推進に関し、基本理念を定め、国及び地方公共団体の責務等を明

らかにし、並びに無電柱化の推進に関する計画の策定その他の必要な事項を定めることに

より、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進し、もって公共の福

祉の確保並びに国民生活の向上及び国民経済の健全な発展に資することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第二条 無電柱化の推進は、無電柱化の重要性に関する国民の理解と関心を深めつつ、行

われるものとする。 

２ 無電柱化の推進は、国、地方公共団体及び第五条に規定する関係事業者の適切な役割

分担の下に行われなければならない。 

３ 無電柱化の推進は、地域住民の意向を踏まえつつ、地域住民が誇りと愛着を持つこと

のできる地域社会の形成に資するよう行われなければならない。 

 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画

的かつ迅速に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、第二条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関し、国との

適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた施策を総合的、計画

的かつ迅速に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（関係事業者の責務） 

第五条 道路上の電柱又は電線の設置及び管理を行う事業者（以下「関係事業者」という。）

は、第二条の基本理念にのっとり、電柱又は電線の道路上における設置の抑制及び道路上

の電柱又は電線の撤去を行い、並びに国及び地方公共団体と連携して無電柱化の推進に資

する技術の開発を行う責務を有する。 
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（国民の努力） 

第六条 国民は、無電柱化の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、国又は地方公

共団体が実施する無電柱化の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 

第二章 無電柱化推進計画等 

（無電柱化推進計画） 

第七条 国土交通大臣は、無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進

を図るため、無電柱化の推進に関する計画（以下「無電柱化推進計画」という。）を定めな

ければならない。 

２ 無電柱化推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 無電柱化の推進に関する基本的な方針 

二 無電柱化推進計画の期間 

三 無電柱化の推進に関する目標 

四 無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策 

五 前各号に掲げるもののほか、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅

速に推進するために必要な事項 

３ 国土交通大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、無電柱化推進計画を変更す

るものとする。 

４ 国土交通大臣は、無電柱化推進計画を定め、又は変更しようとするときは、総務大臣、

経済産業大臣その他の関係行政機関の長に協議するとともに、電気事業法（昭和三十九年

法律第百七十号）第二条第一項第九号に規定する一般送配電事業者及び同項第十三号に規

定する特定送配電事業者（次条第三項において「関係電気事業者」という。）並びに電気通

信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業

者（次条第三項において「関係電気通信事業者」という。）（道路上の電柱又は電線を設置

し及び管理して同法第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業に係る電気通信役務を

提供するものに限る。）の意見を聴かなければならない。 

５ 国土交通大臣は、無電柱化推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

 

（都道府県無電柱化推進計画等） 

第八条 都道府県は、無電柱化推進計画を基本として、その都道府県の区域における無電

柱化の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県無電柱化推進計

画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、無電柱化推進計画（都道府県

無電柱化推進計画が定められているときは、無電柱化推進計画及び都道府県無電柱化推進

計画）を基本として、その市町村の区域における無電柱化の推進に関する施策についての

計画（以下この条において「市町村無電柱化推進計画」という。）を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県無電柱化推進計画又は市町村無電柱化推進計画を定
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め、又は変更しようとするときは、関係電気事業者（その供給区域又は供給地点が当該都

道府県又は市町村の区域内にあるものに限る。）及び関係電気通信事業者（当該都道府県又

は市町村の区域内において道路上の電柱又は電線を設置し及び管理して電気通信事業法第

百二十条第一項に規定する認定電気通信事業に係る電気通信役務を提供するものに限る。）

の意見を聴くものとする。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県無電柱化推進計画又は市町村無電柱化推進計画を定

め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表するよう努めるものとする。 

 

第三章 無電柱化の推進に関する施策 

（国民の理解及び関心の増進） 

第九条 国及び地方公共団体は、無電柱化の重要性に関する国民の理解と関心を深めるよ

う、無電柱化に関する広報活動及び啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（無電柱化の日） 

第十条 国民の間に広く無電柱化の重要性についての理解と関心を深めるようにするため、

無電柱化の日を設ける。 

２ 無電柱化の日は、十一月十日とする。 

３ 国及び地方公共団体は、無電柱化の日には、その趣旨にふさわしい行事が実施される

よう努めるものとする。 

 

（無電柱化が特に必要であると認められる道路の占用の禁止等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観

の形成等を図るために無電柱化が特に必要であると認められる道路について、道路法（昭

和二十七年法律第百八十号）第三十七条第一項の規定による道路の占用の禁止又は制限そ

の他無電柱化の推進のために必要な措置を講ずるものとする。 

 

（電柱又は電線の設置の抑制及び撤去） 

第十二条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法（平成十五年法律第二十号）第二条第

二項第一号に掲げる事業（道路の維持に関するものを除く。）、都市計画法（昭和四十三年

法律第百号）第四条第七項に規定する市街地開発事業その他これらに類する事業が実施さ

れる場合には、これらの事業の状況を踏まえつつ、電柱又は電線を道路上において新たに

設置しないようにするとともに、当該場合において、現に設置し及び管理する道路上の電

柱又は電線の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは、当該電柱又は電線

を撤去するものとする。 

 

（調査研究、技術開発等の推進等） 

第十三条 国、地方公共団体及び関係事業者は、電線を地下に埋設する簡便な方法その他
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の無電柱化の迅速な推進及び費用の縮減を図るための方策等に関する調査研究、技術開発

等の推進及びその成果の普及に必要な措置を講ずるものとする。 

 

（関係者相互の連携及び協力） 

第十四条 国、地方公共団体、関係事業者その他の関係者は、無電柱化に関する工事（道

路上の電柱又は電線以外の物件等に係る工事と一体的に行われるものを含む。）の効率的な

施工等のため、相互に連携を図りながら協力しなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十五条 政府は、無電柱化の推進に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又

は税制上の措置その他の措置を講じなければならない。 

 

 

附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

 

（無電柱化の費用の負担の在り方等） 

２ 無電柱化の費用は、無電柱化に係る事業の特性を踏まえた国、地方公共団体及び関係

事業者の適切な役割分担の下、これらの者がその役割分担に応じて負担するものとすると

ともに、政府は、第十三条に定めるもののほか、無電柱化を円滑かつ迅速に推進する観点

から、無電柱化の費用の縮減を図るための方策その他の国、地方公共団体及び関係事業者

の負担を軽減するための方策について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ず

るものとする。 
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東京都無電柱化推進条例 （全文） 

条例第五八号（平成 29 年 6 月 14 日） 

第一章 総則 

(目的) 

第一条 この条例は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市

景観の創出を図るため、無電柱化の推進に関し、基本理念を定め、東京都(以下「都」とい

う。)及び関係事業者の責務等を明らかにし、並びに都の区域における無電柱化の推進に関

する計画(第七条において「東京都無電柱化計画」という。)の策定その他の必要な事項を定

めることにより、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅速に推進すること

を目的とする。 

 

(定義) 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

一 無電柱化 電線を地下に埋設することその他の方法により、電柱(鉄道及び軌道の電

柱を除く。以下同じ。)又は電線(電柱によって支持されるものに限る。第十一条を除き、

以下同じ。)の道路上における設置を抑制し、及び道路上の電柱又は電線を撤去すること

をいう。 

二 道路 道路法(昭和二十七年法律第百八十号)第二条第一項に規定する道路で、都が管

理するものをいう。 

三 関係事業者 道路上の電柱又は電線の設置又は管理を行う事業者をいう。 

四 関係電気事業者 関係事業者のうち、電気事業法(昭和三十九年法律第百七十号)第二

条第一項第九号に規定する一般送配電事業者又は同項第十三号に規定する特定送配電事

業者であるものをいう。 

五 関係電気通信事業者 関係事業者のうち、電気通信事業法(昭和五十九年法律第八十

六号)第百二十条第一項に規定する認定電気通信事業者であるものをいう。 

 

(基本理念) 

第三条 無電柱化の推進は、無電柱化の重要性について都民の理解と関心を深めつつ、行

われるものとする。 

2 無電柱化の推進は、都、区市町村(特別区及び市町村をいう。以下同じ。)及び関係事業

者の連携並びに都民の協力の下に行われなければならない。 

3 無電柱化の推進は、地域住民の意向を踏まえつつ、良好な街並みの形成に資するよう行

われなければならない。 

 

(都の責務) 

第四条 都は、前条の基本理念にのっとり、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画
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的かつ迅速に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

(関係事業者の責務) 

第五条 関係事業者は、第三条の基本理念にのっとり、電柱又は電線の道路上における設

置の抑制及び道路上の電柱又は電線の撤去を行うとともに、無電柱化の推進に資する技術

の開発を行う責務を有する。 

 

(都民の協力) 

第六条 都民は、無電柱化の重要性について理解と関心を深めるとともに、都が実施する

無電柱化の推進に関する施策に協力するよう努めなければならない。 

 

第二章 東京都無電柱化計画 

(東京都無電柱化計画) 

第七条 知事は、無電柱化の推進に関する施策の総合的、計画的かつ迅速な推進を図るた

め、東京都無電柱化計画を定めなければならない。 

2 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更しようとするときは、区市町村が実施す

る無電柱化の推進に関する施策を反映するなど、区市町村と連携を図るものとする。 

3 東京都無電柱化計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 無電柱化の推進に関する基本的な方針 

二 無電柱化の推進に関する目標 

三 無電柱化の推進に関する施策 

四 前各号に掲げるもののほか、無電柱化の推進に関する施策を総合的、計画的かつ迅

速に推進するために必要な事項 

4 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更しようとするときは、関係電気事業者、

関係電気通信事業者及び都民の意見を聴かなければならない。 

5 知事は、東京都無電柱化計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表する

ものとする。 

 

第三章 無電柱化の推進に関する施策 

(都民の理解及び関心の増進) 

第八条 都は、無電柱化の重要性に関する都民の理解と関心を深めるよう、無電柱化に関

する広報活動及び啓発活動の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

(道路の占用の禁止等) 

第九条 都は、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保及び良好な都市景観の

創出を図るために、道路について、道路法第三十七条第一項の規定による道路の占用の禁

止又は制限その他無電柱化の推進のために必要な措置を講ずるものとする。 
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(電柱又は電線の設置の抑制及び撤去) 

第十条 関係事業者は、社会資本整備重点計画法(平成十五年法律第二十号)第二条第二項第

一号に掲げる事業(道路の維持に関するものを除く。)、都市計画法(昭和四十三年法律第百

号)第四条第七項に規定する市街地開発事業その他これらに類する事業が実施される場合

には、これらの事業の状況等を踏まえつつ、電柱又は電線を道路上において新たに設置し

ないものとする。 

2 関係事業者は、前項の場合において、現に設置し、又は管理する道路上の電柱又は電線

の撤去を当該事業の実施と併せて行うことができるときは、当該電柱又は電線を撤去する

ものとする。 

 

(調査研究、技術開発等の推進等) 

第十一条 都及び関係事業者は、電線を地下に埋設する簡便な方法その他の無電柱化の迅

速な推進及び費用の縮減を図るための方策等に関する調査研究、技術開発等の推進及びそ

の成果の普及に必要な措置を講ずるものとする。 

 

(関係者相互の連携及び協力) 

第十二条 都、関係事業者その他の関係者は、無電柱化に関する工事(道路上の電柱又は電

線以外の物件等に係る工事と一体的に行われるものを含む。)の効率的な施行等のため、相

互に連携を図りながら協力するものとする。 

 

附 則 

この条例は、平成二十九年九月一日から施行する。 

 

 

 


